
国際機関等への派遣制度

●国際機関等に派遣される一般職の国家公務員の処遇等に関する法律（昭和45
年法律第117号）に基づき、国際協力等の目的のため、職員の国際機関等への派
遣制度が設けられています。
● 国際機関等への派遣は、条約、国際約束等に基づき、又は国際機関等の要請
に応じて、職員の同意を得て行われます。
●派遣職員は、国家公務員の身分は引き続き保有しますが、国の職務には従事し
ません。
●国際機関等への派遣の状況は次のとおりです。

【関係法令】
国際機関等に派遣される一般職の国家公務員の処遇等に関する法律
人事院規則１８―０（職員の国際機関等への派遣）

https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=345AC0000000117
https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=345RJNJ18000000


令和３年度末府省別・派遣先機関別派遣状況
（単位：人）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　府省名

　　　派遣先機関

344 1 3 2 5 1 6 1 12 16 16 92 11 10 3 21 29 10 3 17 19 33 9 3 14 6 1

136 1 5 5 9 33 1 5 3 11 8 2 1 6 14 10 7 10 5

1 1

1 1

1 1

12 1 1 4 1 5

20 1 19

2 2

国際農業開発基金（IFAD） 1 1

14 13 1

2 1 1

1 1

国際連合（ニューヨーク本部） 1 1

6 6

1 1

3 1 2

1 1

2 2

2 1 1

6 1 3 1 1

1 1

1 1

9 6 2 1

国連常駐調整官事務所 1 1

4 1 3

1 1

1 1

1 1

1 1

5 4 1

植物新品種保護国際同盟（UPOV） 1 1

6 6

5 1 1 1 2

15 1 14

4 4

1 1

1 1

1 1

117 1 2 1 6 1 5 7 50 7 3 2 8 2 8 2 7 1 2 1 1

3 3

21 1 1 14 2 1 1 1

1 1

2 2

5 1 4

1 1

1 1

1 1

41 2 1 1 1 2 5 5 2 2 5 5 2 6 1 1

3 1 1 1

3 2 1

そ

の

他

の

国

際

機

関

総

計

会

計

検

査

院

 国際原子力機関（ＩＡＥＡ）

 国際通貨基金（ＩＭＦ）

 国際電気通信連合（ＩＴＵ）

 国際復興開発銀行（ＩＢＲＤ）

国際金融公社（ＩＦＣ）

国際民間航空機関（ICAO)

国際労働機関（ＩＬＯ）

国連アジア太平洋統計研修所（SIAP）

 国連開発計画（ＵＮＤＰ）

 国連環境計画（ＵＮＥＰ）

 国連環境計画・生物多様性条約事務局（ＣＢＤ）

国連気候変動枠組条約事務局（ＵＮＦＣＣＣ）

 国連教育科学文化機関（ＵＮＥＳＣＯ）

国連経済社会局（DESA）

国連工業開発機関（ＵＮＩＤＯ）

 国連食糧農業機関（ＦＡＯ）

国連地域開発センター（UNCRD）

国連人間居住計画（ＵＮ－ＨＡＢＩＴＡＴ）

国連薬物・犯罪事務所(ＵＮＯＤＣ)
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国際油濁補償基金（IOPCF）

国際海事機関（IMO）

財

務

省

国

税

庁

特

許

庁

製

品

評

価

技

術

基

盤

機

構

 金融活動作業部会（ＦＡＴＦ）

 世界気象機関（ＷＭＯ）

 世界銀行（ＷＢ）

 世界知的所有権機関（ＷＩＰＯ）

世界保健機関
（ＷＨＯ）

文化財保存修復研究国際センター

世界貿易機関（ＷＴＯ）

万国郵便連合（UPU）

国連大学（UNU）

国連パレスチナ難民救済事業機関

国連防災機関（UNDRR）

金融安定理事会（FSB）
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アジア開発銀行（ＡＤＢ）

アジア生産性機構（ＡＰＯ）

 アフリカ開発銀行（ＡｆＤＢ)

 欧州復興開発銀行（ＥＢＲＤ）

監査監督機関国際フォーラム（IFIAR）

 アジア・太平洋電気通信共同体（ＡＰＴ）

 経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）

 経済協力開発機構・原子力機関（ＯＥＣＤ／ＮＥＡ）

国際エネルギー機関（IEA)
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 証券監督者国際機構（IOSCO）

世界エイズ・結核・マラリア対策基金

 日中韓協力事務局（ＴＣＳ）

 米州開発銀行（ＩＤＢ）

保険監督者国際機関（ＩＡＩＳ）
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 東南アジア漁業開発センター（ＳＥＡＦＤＥＣ）
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メコン河委員会（ＭＲＣ）

国際ﾋｭｰﾏﾝ･ﾌﾛﾝﾃｨｱ・ｻｲｴﾝｽ・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ推進機構
（HFSPO）

国際刑事警察機構（ＩＣＰＯ）

国際港湾協会（IAPH)

東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）
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アジア工科大学

研
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 ASEAN+3ﾏｸﾛ経済ﾘｻｰﾁｵﾌｨｽ（ＡＭＲＯ）

 ヨーロッパ中期予報センター（ＥＣＭＷＦ）

東アジア・アセアン経済研究センター（ＥＲＩＡ）

学
 

校

ヨーロッパ疾病対策・予防管理センター

国際決済銀行（ＢＩＳ）

 世界税関機構（ＷＣＯ）



令和３年度末府省別・派遣先地域国別派遣状況
（単位：人）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　府省名

　　　派遣先国

344 1 3 2 5 1 6 1 12 16 16 92 11 10 3 21 29 10 3 17 19 33 9 3 14 6 1

小　　　計 134 1 1 2 4 1 5 13 4 34 5 1 8 12 6 2 3 7 18 2 5

インド 2 2

インドネシア 20 3 3 2 3 3 2 4

ウズベキスタン 1 1

カンボジア 8 3 1 2 1 1

シンガポール 4 1 3

タイ 22 1 3 2 3 5 3 2 2 1

大韓民国 3 2 1

バングラデシュ 2 2

フィリピン 24 1 1 1 12 3 1 1 2 1 1

ベトナム 10 1 3 1 1 1 3

マレーシア 2 1 1

ミャンマー 4 1 1 1 1

ラオス 5 1 1 1 2

日本 27 1 1 1 1 11 1 1 4 3 3

小　　　計 50 1 1 2 36 1 1 1 3 1 3

アメリカ 47 1 1 2 36 1 1 1 3 1

カナダ 3 1 2

小　　　計 4 1 1 1 1

パラグアイ 2 1 1

ペルー 1 1

ブラジル 1 1

小　　　計 145 2 1 1 5 1 5 2 9 21 5 9 3 10 13 2 1 12 12 10 8 1 5 6 1

イギリス 9 1 3 1 2 2

イタリア 12 1 2 6 2 1

オーストリア 16 2 2 1 4 2 5

オランダ 1 1

スイス 34 3 3 2 1 1 5 1 10 1 6 1

スウェーデン 1 1

スペイン 1 1

ドイツ 2 1 1

フランス 57 2 1 1 1 1 2 3 6 5 7 1 2 6 7 2 7 1 1 1

ベルギー 11 11

モナコ 1 1

小　　　計 2 1 1

サモア 1 1

フィジー 1 1

小　　　計 1 1

アラブ首長国連邦 1 1

小　　　計 8 1 1 1 3 2

ウガンダ 1 1

エジプト 1 1

エチオピア 1 1

ガーナ 1 1

ケニア 1 1

コートジボワール 1 1

コンゴ民主共和国 1 1

セネガル 1 1
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アジア

134人

(39.0%)

北米 50人

(14.5%)

中南米 4人

(1.2%)

欧州

145人

(42.2%)

大洋州 2人

(0.6%)

中東 1人

(0.3%) アフリカ 8人 (2.3%)

派遣先地域（令和3年度末時点）

派遣者総数
344人

（100％）

※数値は端数処理の関係で合致しないものがあります。

国際連合

136人

(39.5%)

その他の国際機関 117人

(34.0%)

外国政府

72人

(20.9%)

学校 1人 (0.3%)

研究所 11人 (3.2%) 人事院指令で定める機関

7人 (2.0%)

派遣先機関（令和3年度末時点）

派遣者総数
344人

（100％）
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